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第６次総合計画の構成（案）

1 策定の趣旨

2 計画の期間

3 まちづくりの総合指標

4 施策体系

5 主要取組項目

6 施策別の取組（各論）

7 行政運営

8 計画の推進

まちづくり基本計画
1 策定の趣旨

2 計画の期間

3 施策体系

4 施策別の取組（各論）

5 主要取組項目

6 行政運営

7 計画の推進

まちづくり基本計画

第５次総合計画 第６次総合計画構成 案

追加

大きな構成は基本的に第５次総合計画を踏襲

≪方向性≫

総合指標（案）として、
・「ファミリー世帯の転出超過数」
・「市民参画指数」
・「尼崎に住んでよかったと思う市民の割合」
を軸に検討中

≪主な変更点≫

1 総合計画策定の考え方

2 総合計画の構成と期間

はじめに

1 策定の趣旨

2 構想の期間

3 ありたいまち

4 まちづくりの進め方

5 人口・土地利用に関する考え方

まちづくり構想

1 時代認識と尼崎市の現状

2 総合計画にかかるこれまでの取組経過

3 まちづくりに関する市民意識

資料編

1 策定の趣旨

2 構想の期間

3 ありたいまち

4 尼崎らしい5つの「ありたいようす」

5 まちづくりを進めるうえで大切にしたいこと

6 行政の果たすべき役割

まちづくり構想
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※記載内容や順序はストーリー性などを
重視し、引き続き検討

②まちづくりの総合指標を、まちづくり
基本計画に掲載し、位置づけを明確化

1 総合計画策定の考え方

2 総合計画の構成と期間

はじめに

今回の議題

①第６次総合計画の策定にあたっての背
景として、「社会潮流と本市の現状」を
追加

１ 総合計画策定の考え方
・ともにより良い地域の実現のためにまちづくり
を進めるよりどころとして策定

２ 総合計画の構成と期間
・「まちづくり構想」と「まちづくり基本計画」
を一体とした総合計画
・時代の変化に対応するための計画期間（まちづ
くり構想10年、まちづくり基本計画5年）

1 社会潮流と本市の現状

2 総合計画にかかるこれまでの取組経過

3 まちづくりに関する市民意識

データ集（仮称）

・ 社会潮流と本市の現状

・ （仮称）人口・都市づくり・行財政運営に関する考え方



（「次期総合計画策定に向けた第５次尼崎市総合計画の点検」（尼崎市総合計画審議会）より）

次期計画では、多様化、複雑化する情勢に鑑み、時代認識を構成する項目の組み換えなどの検討が必要。

（参考）現計画の時代認識と尼崎市の現状
（今後のまちづくりに特に影響があると思われる尼崎市を取り巻く背景）
①人口減少、少子・高齢社会の進行
②社会経済情勢の変動
③地方分権と住民主体のまちづくり
④環境問題の顕在化
⑤情報社会の進展
⑥市民生活を支える財政
⑦次代に引き継ぐ資産の活用

今後起こりうる事象を想定し、次期計画全体でバックキャスティングの視点を意識できるよう社会潮流を検討

第６次総合計画の社会潮流（案）の考え方

2020年8月 次期計画の策定にあたり、現計画（第５次尼崎市総合計画）の点検を実施

現計画の時代認識について、各項目の現状認識を整理するとともに、
６５歳以上の高齢者人口が最大となる２０４０年頃を視野に入れ、
「２０４０年を見据えた視点」として取りまとめた。

「市の現状認識と2040年を見据えた視点については概ね妥当」としつつ、
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【尼崎市総合計画審議会 意見】

社会潮流と本市の現状



阪急塚口駅南駅前広場完成（予定。その後、周辺整備）

【時期は確定していないが、想定される（しておいた方がよい）事象】
・南海トラフ地震、想定を超える自然災害や危機管理事案の発生（事前復興の視点を含む）
・人口減少がもたらす影響（建物の老朽化、空き家の増など） ・開発途上国の経済発展
・（情報）技術の革新、デジタル化を前提とした社会の到来 ・生物多様性の損失の回復（2030年目標が国連で策定予定）

現在

第６次尼崎市総合計画 計画期間開始

小田南公園整備完成（予定。その後、周辺整備）

市制110年
児童相談所の設置（予定）

気候非常事態行動宣言 中間年度
（CO2排出量2013年比50％減）

新ごみ処理施設の更新（予定）

第６次尼崎市総合計画 計画期間終了

全国で総世帯数がピークに【国立社会保障・人口問題研究所】

団塊の世代が全て後期高齢者（75歳以上）に【厚労省】

（
２
０
２
３
年
～
２
０
３
２
年
）

第
6
次
尼
崎
市
総
合
計
画

日本国際博覧会（大阪万博）開催【経済産業省】

脱炭素社会の実現（2030年目標 CO2排出量2013年比46％減）
SDGs目標年、ポストSDGs開始（予定）

高齢者（65歳以上）人口がピークに【国立社会保障・人口問題研究所】

脱炭素社会の実現（CO2排出量実質0）

令和3年

令和4年

令和5年

令和6年

令和7年

令和8年

令和12年

令和13年

令和14年

令和24年

令和32年

2021年

2022年

2023年

2024年

2025年

2026年

2030年

2031年

2032年

2042年

2050年気候非常事態行動宣言 目標年（CO2排出量実質0）

「未来の年表」
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≪視点③≫
脱炭素・生物多様性の損失の回復
・2050年の脱炭素社会の実現に向けた取組
・生物多様性回復に向けた視点

・少子化・高齢化、人口減少の進行
・外国人住民の増なども見据えた多文化との共生

≪視点➀≫
人口減少・多文化共生

4

・デジタル技術の活用が急速に進行
・AIやIT化など、今後の技術革新とその活用

≪視点④≫
デジタルを前提とした社会

・“誰一人取り残さない”SDGsの理念の浸透
・2030年の目標年限、ポストSDGsを視野

≪視点②≫
SDGs/ポストSDGs

⑴ 人口減少社会の進行
（視点①，②）

⑸ 産業構造・労働環境の変化への対応
（視点④）

⑷ 技術革新と情報社会の進展
（視点④）

⑶ 脱炭素社会を目指した地球規模での
環境対策への対応
（視点②、③、④）

⑹ 南海トラフ巨大地震をはじめとする
大規模自然災害等への備え
（視点⑤）

⑺ 新型コロナウイルス感染症
がもたらした新たな日常への対応
（視点⑥）

〈６次総計 社会潮流（案）〉

⑵ 多様化する価値観と地域における
つながりの希薄化
（視点①，②）

・南海トラフ巨大地震など、危機管理事案への対応

≪視点⑤≫
危機管理事案への備え

第６次総合計画の社会潮流（案）

〈時代認識・未来の年表から〉

・これまでの日常から変化を余儀なくされた
ウィズコロナ、ポストコロナの視点

≪視点⑥≫
新型コロナウイルス（新たな日常への対応）

社会潮流と本市の現状
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我が国における人口減少社会の進行

●我が国の人口は2008年をピークに減少局面に入っており、このまま人口が推移すれば、
2060年の総人口は9,284万人となり、2100年に6,000万人を切った後も、減少が続いていく。

（資料）まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）

●平均寿命が延伸するなか、出生率の低下による人口減少は高齢化を伴い、高齢化率もさらに上昇する見込み。

5

社会潮流と本市の現状
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6（資料）まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）

進む少子化・高齢化とその影響

●今後「2025年問題」、「2040問題」が懸念されるなか、2042年には老年人口がピークに。
●社会保障費の増大だけでなく、生産年齢人口が減少することによるサービス供給力の低下など、
様々な影響が懸念される。

2042年に老年人口がピーク
3,935万2千人

（年）

（百万人）

社会潮流と本市の現状

推計実績

年齢区分別人口の実績と将来推計
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我が国における在留外国人数の推移

2,382,822 

2,561,848 

2,731,093 
2,933,137 

2,887,116 

2,000,000

2,500,000

3,000,000

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

①我が国における在留外国人数

●我が国における在留外国人数は、直近である2020年末時点は新型コロナウイルス感染症の影響等から
前年比1.6％の減となったが、入管法の改正などにより、近年、増加傾向にある。

（資料）①出入国在留管理庁公表データをもとに作成 ②「尼崎市の人口」

11,086 11,108 

11,468 

11,962 11,986 

11,000

11,300

11,600

11,900

12,200

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

②本市における在留外国人数

●今後も人口減少が見込まれるなかで、外国人の増加に対応するなど、多文化共生に向けた取組が求められている。

（人）

（人）

社会潮流と本市の現状



多様化する価値観と地域におけるつながりの希薄化

●全国的に、地域活動の中心を担ってきた自治会などの地域団体では、役員の固定化や高齢化が進み、
世帯構成やライフスタイルの変化などによる加入率の低下により、これまでの果たしてきた機能の維持が
難しくなっている。
●地域におけるつながりや支え合いが希薄化することで、社会的に孤立する人が増加することが懸念される。

58.3%
57.1%

55.9% 54.8% 54.6%
52.7%

50.9%
49.3%

47.4%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

本市社協加入率の推移

（資料）尼崎市 施策評価結果

●インターネットやSNSを通じてコミュニティのあり方が多様化しているが、手軽に幅広く他者とつながれる
一方で、コミュニティ間の分断が生じていることも懸念されている。

8
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脱炭素社会を目指した地球規模での環境対策への対応

●地球温暖化、海洋プラスチックごみ汚染などが大きな地球環境問題として顕在化している。

●2050年に温室効果ガスの排出を実質ゼロにする脱炭素社会の実現に向けて、日本全体で取り組んでいる。
●本市においては、「尼崎市気候非常事態行動宣言」を表明し、この宣言のもと、市民・事業者と地球温暖化
による危機を共有し、力を合わせながら地球規模での環境問題に取り組んでいる。

（資料）国立環境研究所
9

（年）

社会潮流と本市の現状
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我が国の温室効果ガス排出量 ≪削減目標≫
2030年までに2013年度比▲46％削減

排出量
（億トンCO2換算）

〈2013年度比 ▲14.0％〉
（2005年度比 ▲12.3％）



技術革新と情報社会の進展

●国が目指すSociety5.0は、IoT、AI、ロボット等の先端技術の活用が進み、生活利便性の向上だけでなく、
経済発展と社会的課題の解決が両立する未来社会の姿。

●今後の人口減少下では、労働力不足が懸念されており、新技術の活用により労働力不足の解消や、地域格
差の是正などにもつながることが期待されている。

10（資料）内閣府

社会潮流と本市の現状



産業構造・労働環境の変化への対応

●我が国の経済は、2008年のリーマンショックを発端とした世界同時不況、2011年の東日本大震災の影響
から減速していた景気は緩やかな回復傾向にあったが、新型コロナウイルス感染症の影響により悪化。
●感染拡大を防止するためのICTの活用などにより、労働環境は劇的に変化している。

11
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全国

（資料）厚生労働省HP、ハローワーク尼崎

●今後の労働力不足への対応として、誰もが働きやすく、活躍できる環境の整備が重要。

（倍） 有効求人倍率（尼崎市・兵庫県・全国）

社会潮流と本市の現状
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南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模自然災害等への備え

●近年、我が国では予測を上回る規模の台風や大雨、地震などの自然災害が多数発生。

●今後30年以内の南海トラフ巨大地震の発生確率は70～80％とされ、巨大災害に関する脅威が高まっている。

●市域の3分の1が海抜0メートル地帯である本市においては、災害に強いまちづくりを進めていくことが
求められている。

12（資料）国土交通省

日本における土砂災害件数の推移

（年）

社会潮流と本市の現状
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新型コロナウイルス感染症月別全国新規感染者数

（資料）厚生労働省 新型コロナウイルス感染症 新規陽性者数の推移（日別）より作成

社会潮流⑦ 新型コロナウイルス感染症がもたらした新たな日常への対応

●新型コロナウイルス感染症の世界的な流行に伴い、経済、社会活動に多大な影響を与えた。

●今後も不確実な状況が見込まれるなか、テレワークの拡大などウイズコロナ、ポストコロナを見据えた新
たな日常への対応が求められている。
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（人）

社会潮流と本市の現状

（資料）厚生労働省

※テレワーカー：ICT等を活用し、普段仕事を行う事業所・仕事場とは違う場所で仕事をしたことがあると回答した人

14.2% 15.5%

17.4%

15.4%

22.5%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

全就業者におけるテレワーカー※の割合

テレワーカーの割合 （資料）国土交通省 テレワーク人口実態調査より作成

※10/17時点
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推計実績
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総人口の推移

（資料）国勢調査、社人研推計（H27国調ベース）

●2015年国勢調査ベースによる将来推計人口では、今後も減少が進み、2060年には32.5万人となる見込。
●高齢者1人に対する生産年齢人口は、2020年が2人であるのに対して、2060年には1.4人となる見込。

（千人）

本市における将来推計人口 －人口減少と年齢構成割合－ 社会潮流と本市の現状

（年）
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●本市の合計特殊出生率は、国、兵庫県に比べてやや高いが、人口置換水準2.07よりは低い。
●高齢者割合（高齢化率）は上昇しているものの、国、兵庫県に比べて、近年は鈍化傾向にある。
●高齢者単身世帯割合は、全国・兵庫県に比べて高い。

少子化・高齢化の進行
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③一般世帯に占める高齢者単身世帯割合の推移

尼崎市 兵庫県 全国

（資料）①厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計
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④高齢者世帯数の推移
高齢者単身世帯

高齢者夫婦世帯

高齢者同居世帯

（資料）国勢調査（資料）国勢調査
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（資料）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

社会潮流と本市の現状

（％）

（％）

（世帯）
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本市の人口動態

（資料）尼崎市統計書

人口動態 －社会増の継続と自然減の拡大－

（人）

●自然動態（出生数－死亡者数）は、2009年以降自然減が継続。今後、拡大していく見込み。
●社会動態（転入者数ー転出者数）は、2016年から5年連続社会増。

５年連続社会増
（2016年～）

自然減少が継続
（2009年～）

社会潮流と本市の現状

（年）
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2019年（令和元年）
転入超過

年齢５歳階級別純移動数

●20歳代は大幅な転入超過であり、近年さらに顕著となっている。また、30歳代の転出超過が
改善しており、これらの要因として、仕事や結婚を機に単身世帯や二人世帯の転入が増加して
いることが考えられる。
●一方で、本市では「ファミリー世帯の定住・転入促進」を最重要課題として掲げているところ
であるが、15歳未満の転出超過は依然として継続している。

●ファミリー世帯の転出数は減少しているものの、転入数がそれを上回り減少している。

転出超過

転出超過

転入超過

（資料）住民基本台帳人口移動報告

ファミリー世帯の転出超過傾向

（人） （人）

社会潮流と本市の現状

（歳） （歳）



●将来負担は着実に減少傾向。しかしながら、類似中核市と比較すると依然として高く、公債費
が政策的経費を圧迫している状況。

本市の財政状況

18

●主要基金残高は着実に増加傾向も、類似中核市比較では財政調整基金残高が低い状況。
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社会潮流と本市の現状

（資料）尼崎市 令和２年度決算の概要
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古い歴史を持ったまち

センスに欠けたまち

身近な水辺や緑の多いまち

大気汚染や騒音など環境が悪く住みにくいまち

大気汚染や騒音などの公害が少なく住みよいまち

人情に乏しく、よそよそしいまち

マナーのよいまち

文化活動の盛んなまち

センスのよいまち

その他

2021年

2010年

39.9

44.5

29.7

34.3

8.9

6.2

4.1

2.5

8.7

8.9

8.7

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年

2021年

ずっと住み続けたい 当分の間は住みたい 市外に移りたい

市内で移りたい わからない 無回答

19

2010年と2021年の市民意識調査結果を
比較すると、

（資料）市民意識調査（2010年・2021年）

市民意識の変化 －高まる居住継続意向とまちの課題への声－

●尼崎市のイメージについては、
「利便性」「駅前の整備」「環境」については
大幅に改善されている。

（便利で住みよい）
2021年（R3） 66.8％（＋10.8％）

（駅前周辺などがきれいに整備）
2021年（R3） 24.5％（＋10.8％）

（環境が悪い）
2021年（R3） 7.0％（△5.9％）

（公害が少ない）
2021年（R3） 5.6％（＋2.5％）

一方で、「マナーのよくないまち」の項目に
ついてのイメージは悪化している。

（マナーがよくない）
2021年（R3） 37.9％（＋7.8％）

尼崎市への居住意向

尼崎市のイメージ

（ｎ＝1,045）

（ｎ＝2,116）

社会潮流と本市の現状

（％）

（ｎ＝2,116）

（ｎ＝1,045）

＋10.8

＋7.8

＋10.8

＋8.4
△5.9

＋2.5

●尼崎市の居住継続に前向きに回答する割合
が高まっている。
（ずっと住み続けたい+当分の間は住みたい）

2021年（R3）：78.8％（＋9.2％）

78.8
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計画の背景となる社会潮流や本市の現状を踏まえるなかで、計画期間中の「人口」・
「都市づくり」・「財政」に関する考え方を記載

（仮称）人口・都市づくり・行財政運営に関する考え方について

【人口に関する視点】

【行財政運営に関する視点】

【都市づくりに関する視点】

●ファミリー世帯の定住転入促進、増加する外国人住民など、多文化共生に向けた視点
●バランスの取れた人口の年齢構成の視点
●関係人口の創出の視点

●（これまでの取組により財政健全化に一定の進捗がみられるものの、）
都市の体質転換による税源の涵養や社会保障関係費の抑制の視点

●地域特性を活かした都市づくりの視点
●安全・安心な都市づくりの視点
●持続可能な都市づくりの視点

（仮称）人口・都市づくり・
行財政運営に関する考え方


